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はじめに

今集会は、医療・介護の大改悪と患者負担増に対
する運動を具体化すること、業務委託の動きやたた
かいの交流を深めること、給食部門の労働実態を明
らかにして改善の取り組みを交流すること、はじめ
てとなる「セントラルキッチン・クックチル分科会」
でセンター化された職場の組合員の交流をはかるこ
と、セントラルキッチン職場で労働組合を結成した
「神奈川県医療事業協同組合労働組合」の仲間を激
励することなどを柱に取り組みました。
開会のあいさつでは、「原則２６０円から４６０円に病

院給食の自己負担が引き上げられようとしている
が、実施されれば患者は安心して療養することが一
層難しくなる」と自己負担増を許さない取り組み強
化が呼びかけられました。

患者負担増を強いる
悪政ストップの訴え

基調報告は、総選挙の投票日を１週間後に控えて
いたこともあり、病院給食の患者自己負担増など医
療・社会保障解体やＴＰＰ参加、戦争する国へと暴
走する安倍政権にノーを突きつけるため、選挙にい
って投票しようと訴えがされました。そのうえで、
治療食である病院給食を守ること、業務委託に反対
し直営を守ることを基本にして、�病院給食の患者

負担引き上げ反対、�ＴＰＰ交渉からの撤退、�「病
院給食は治療食」の社会的アピール、�欠員補充な
ど職場を守る取り組み、�給食改善や技能向上、な
どが行動提起として呼びかけられました。
特別報告は、青森から「給食センター化の現状と

問題等報告」、東京からは「全国医療研ＩＮ東京
食文化交流会報告」が行われ、その後、３分科会・
１分散会に分かれ、熱心な討論・交流が行われまし
た。
今回の集会はとりわけ、病院給食をめぐっては大

幅な患者負担増が強いられるもとでの開催となり、
４６０円への自己負担引き上げストップのたたかいが
強調されました。

病院給食をめぐる情勢

（１）業務委託とセンター化について

病院給食は、原則として直営方式で行うこととさ
れていました。しかし厚生省（当時）が「病院におけ
る給食業務の一部委託について」（昭和６１年厚生省
健政発第２２６号）を通知して以降、さらに財界の「新
自由主義」のもとで、医療を儲けの場として規制緩
和と参入が進み、病院給食の業務委託は広がってい
ます。
【業務委託】

病院給食の現場では、洗浄業務の業務委託、調理
業務への違法な派遣労働者の導入、全面委託も広が
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自己負担４６０円への引き上げに
ストップのたたかいを
病院給食問題全国交流集会（２０１４年１２月６～７日）より

日本医労連給食対策委員会

日本医労連は、昨年１２月６～７日、第２４回病院給食問題全国交流集会を開催し、４

全国組合・１８県医労連（４１単組）から７８人の管理栄養士・調理師が参加し、病院給食

部門の諸課題について学び、交流しました。

医 療 労 働３６



っています。背景には、「直営原則」に対する規制
緩和があり、１９９２年の医療法の改正で、病院・診療
所等の業務委託に関する規定が設けられ、さらに９６
年の改正で、病院外の調理加工施設を使用して調理
を行う院外調理を認めることなどが進められてきま
した。業務委託した病院では、材料費や人件費の切
り下げによって、給食の質的低下、技術レベルの低
下が問題視されています。日本医労連の方針に沿っ
て業務委託に対するたたかいの方針を明確にし、職
場・地域で運動を強化することが求められていま
す。
【院外調理（センター化）】

厚労省は、医療費削減のために、病院給食の業務
委託（９２年）、病院給食の有料化（９４年１０月）、「院
外調理・センター化」（９６年４月）などの施策を推
し進めてきました。
院外調理・センター化は、日本医労連の組織のあ
る職場では、民医連・生協労組では北海道・青森・
宮城・東京・神奈川・兵庫・福岡・沖縄、厚生連労
組では長野で導入されています。また、地方都市を
中心に、大手業者による真空調理・クックチルを用
いた小規模病院や有床診、福祉関係施設への配送が
広がっています。
直営を求める運動や設備投資など採算性の問題、
業務委託や非正規労働者の増大によるコスト削減、
個別対応食や特別食など多様性の広がりなどによ

り、医労連加盟職場では院外調理・センター化が本
格的な動きにはなっていない状況です。さらに、労
働者の雇用形態や賃金・労働条件、カット野菜や冷
凍食品の使用が給食に与える影響、現場労働者の働
き甲斐など、検証していく必要があると考えていま
す。

（２）病院給食の患者負担増について

厚生労働省は２０１４年７月、一般病床などの入院患
者が支払う病院給食の自己負担額を、１食２６０円か
ら倍近い４６０円に引き上げようと、社会保障審議会
の医療保険部会に示しました。この値上げが実施さ
れれば、１日あたりの給食自己負担は１，３８０円、１
カ月で４０，０００円を超す負担となります。
もともと病院給食は、治療の一環として位置付け

られており、検査や薬などと同様に、公的保険で「療
養の給付」に含まれていました。しかし１９９４年に１
日６００円の患者負担が導入されてからは負担増が繰
り返され、現行では一般病床や精神病床で１食６４０
円と定められている食費のうち、食材費分として１
食２６０円の負担が求められています。今回の厚労省
案では、食材費分２６０円にさらに調理費分２００円が上
乗せされ、１食４６０円が課せられようとしています。
この負担増で、医療保険財政からの支出は４，８００億
円減らされることになります。２００６年に療養病床に
入院する６５歳以上の患者負担に調理費分が上乗せさ

●報告

医 療 労 働３７



れた際には、負担増に耐えきれない患者の退院が急
増しました。病院給食の自己負担額は、高額療養費
の対象外でもあり、負担増はさらなる患者追い出し
となるのは必至です。
また負担増の理由として、食費を全額自費で賄っ
ている在宅患者との公平性を保つためとしています
が、在宅患者との公平性を言うのであれば、在宅患
者にも管理栄養士による食事指導などの食事治療を
保障すべきと考えます。

（３）ＴＰＰ参加、食品偽装問題について

弱肉強食の新自由主義による経済・利潤最優先の
政治が行われ、規制緩和が相次ぎ、さらに規制の完
全撤廃を行うＴＰＰ参加が進められ、食の分野から
も大きな反対運動が起こっています。さらに食をめ
ぐっては、コメや牛肉などの偽装、レストランなど
での食材産地等の偽装が相次ぎ、安全安心の「食」
の確保は重要な国民的課題となっています。
【ＴＰＰ問題】

ＴＰＰでは、食品の安全確保のルール・基準も規
制緩和の対象になっています。ＴＰＰのもとで「食」
の安全崩壊は不可避です。主食のコメは、関税ゼロ
の場合、国内消費の３割がアメリカ・オーストラリ
ア産になる（すでに関税ゼロの大豆は９割以上が輸
入）と言われ、残留農薬基準がアメリカ基準になれ
ば、殺虫剤（マラチオン）では日本の８０倍まで認め
ることになります。遺伝子組み換え品についても、
現在の表示義務は貿易障壁とされ、なくなる恐れが
あります。さらに関税ゼロのもとで、牛肉の国内産
の約７割、サケ・マス類の国内生産量の約６割、コ
メの約３割が外国産に置き換わると予想され、日本
の農林水産業を破壊し安全安心の食料自給は危機的
状況に追い込まれます。
【偽装問題】

中国の食品加工会社による使用期限切れの鶏肉を
使ったチキンナゲット製造は、世界各国に衝撃を与
えました。また、日本料理店による安価な和牛を松
阪牛・佐賀牛と偽って７，１７０食も販売する事件も起
こりました。これらの背景には、この間の食品偽装

と同様に、利益最優先の集客姿勢と「食」に対する
モラルの欠如、メニューの表示には食品のような産
地偽装の罰則規定や食品表示の義務がないことが考
えられます。

給食対策委員会の活動

日本医労連給食対策委員会は、病院給食問題全国
交流集会の他に、全国組合や地方協での学習会、医
療研究全国集会の給食分科会など、交流会や学習会
に取り組むとともに、厚生労働省交渉や、秋闘キャ
ラバン行動での「病院給食の自己負担引き上げ撤回
を求める要請書」活用の呼びかけなど行ってきまし
た。
【厚労省交渉】

２０１４年６月２５日、厚生労働省交渉を行いました。
交渉では、�食数に見合った人員配置基準の新設、
�嚥下食について食事形態の統一基準をつくり加算
対象とすること、�特別管理加算と選択メニュー加
算の復活、�「栄養相談室」の設置基準の新設と財
政措置、�医療・介護施設の食中毒の実態公表と改
善施策、�業務委託・院外調理の実態調査、�災害
対応の備蓄品への補助金新設、	ＴＰＰ交渉への不
参加、
被災地の病院給食の提供体制確保と財政措
置、などを強く要請しました。
【センター職場見学】

セントラルキッチンで働く仲間の労働や提供され
る給食内容について知る機会を得ようと、２０１４年１０
月２日、兵庫民医連「メディカルフーズはぁもにぃ」
の現場見学と懇談を行いました。参加者からは、衛
生面での取り組みやクックチル方式に学ぶべきもの
があると意見がだされる一方で、使用されているカ
ット野菜・仕込み野菜に食材自身の味が感じられな
いこと、利益確保のために非正規雇用が前提にされ
ていることなどが指摘されています。
【自己負担増の撤回を求める要請書】

秋闘キャラバン行動の取り組みの中で、「病院給
食の自己負担引き上げ撤回を求める要請書」を活用
して取り組みを呼びかけてきました。要請では、�
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病院給食１食２６０円から４６０円への自己負担額引き上
げを撤回すること、�病院給食を公的保険の「療養
の給付」に含めて自己負担を解消すること、の２項
目で国に働きかけるように求めてきました。東京医
労連給食対策委員会でも、要請書を活用して東京都
議会への陳情が行われています。

医労連給食対策委員会の年間方針

給食対策委員会では、次の６点を軸に活動を進め
て行きます。
（１）病院給食の患者負担引き上げに反対します。
（２）ＴＰＰからの撤退を要求します。
（３）診療報酬改善の運動を進めます。
（４）賃金・労働条件改善、直営を守る運動を進め
ます。

（５）給食問題全国交流集会と医療研究全国交流集
会の成功に向けて取り組みます。

（６）職場の取り組みとしては、�給食の改善、�
業務委託阻止闘争の強化、�欠員の後補充対策、
�調理師の技能の向上、�「病院給食は治療食」
の社会的アピールを大きくひろげていきます。

第３回病院給食実態調査
（２０１２年３月）より

委託状況

委託状況は、１９９０年１７．９％（一部委託・全部委託
合計）、１９９６年２７．２％、２００８年５０．３％と増加傾向に
歯止めがかかっていません。一方で、厚労省の医療
施設静態調査（２００８年）では６０．２％にのぼっており、
医労連加盟組織が委託化の歯止めになっているこ
と、委託から直営に戻すことができた組織があるこ
とが明らかになりました。
委託は経営改善を目的として行われ、人手不足

３８．８％、経費削減３２．５％を理由に進めています。委
託導入時には「人が来ない」ことを理由にするもの
の、委託後の問題としても「人が来ない２８．８％」こ
とを一番の問題にしており、委託が人を確保する方
策にならないことが明らかになっています。経費削
減のためにスタッフの多くを非正規雇用で確保しよ
うとし、低賃金のため募集しても集まらず、また定
着せず、技術も継承できない状況です。
【一部委託・全部委託の状況】
１９９０年 １７．９％（一部・全部合計）
１９９６年 ２７．２％（一部１５．６％・全部１１．６％）
２００８年 ５０．３％（一部３６．３％・全部１４．０％）

６０．２％（厚労省・医療施設静態調査）

患者食数

患者食数の内訳では（一般食：特別食：個別対応
食の割合）７９．５％にあたる２７６病院が毎日３割以上
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の特別・個別対応食を作ると回答しました。また、
特別食と個別対応食あわせて５割以上作っている病
院は１３２病院４４．６％、特別食を５割以上作っている
のは９５病院３２．１％、特別食を７割以上作っているの
は３７病院１２．５％となりました。１９９６年の調査では、
特別食５割以上は１９．２％、７割以上はわずか６．９％
だった結果を踏まえると、患者の重症化と高齢化に
より、手間や時間、技術のいる特別食・個別対応食
が増えている実態が明らかになりました。

食材費

調査では１日当たりの食材費は平均１日７４１円、
１食あたり２４７円になっています。現在の入院時食
事療養制度では、１食の自己負担は２６０円で３食７８０
円あることから、自己負担部分がほぼ食材費に充当
されていると考えられます。１日当たりの食材費は、
９６年調査時は６００～７００円代（３３．９％）、今回は７００
～８００円（４０．１％）で回答が多くなっており、食材
費が高くなっていることが明らかになりました。
病院直営の食材費については、７００～８００円が

４２．０％、全面委託・外注では６００～７００円が３６．４％と
なっています。７００円を基準で見てみると、直営・
一部委託では７００円未満は２９％ですが、全面委託・
外注は７００円未満が３６％となっており、委託・外注
では食材費を安く抑えている事が明らかになりまし
た。

人員配置

平成１０年版厚生省保険局医療課編「看護・食事療
養等の実際」に、「実情を勘案し、１回の給食数２５
～３０食に１人の割合で配慮されることが望ましい。
ただし、この数はあくまでも標準的な規模の医療機
関の一般食の提供の基準であって、規模が小さくな
るほど相対的に必要数は増え、特別食給食を行う施
設にあたっては、さらに増員が必要となってくる」
と記載してあります（平成２４年も同じ記述）。
調査では、１回当たりの患者食（数）の中間値は

２５０食で、２５～３０食に１人配置とすれば１０人が必要
人数となります。職種別職員数を平均すると管理栄
養士２人・栄養士１．９５人・調理師５人・事務員０．６１
人・調理員５．５２人となっており、管理栄養士と事務
員を除くと２５０食を１２．４７人で作っていることになり
ます。調理員は非正規・短時間労働者が多く、４４．６％
の病院が５割以上の特別食や個別対応食を作ってお
り、人員不足は明らかです。

災害時マニュアルと備蓄品

３．１１東日本大震災以降、災害時マニュアルと備蓄
品は８０％以上の病院が備えています。備蓄日数は３
日間で、多くの場合は病院の持ち出しで個々の病院
まかせになっています。被災時、患者・職員だけで
なく地域住民の食と命を守った教訓から、直営によ
る病院給食の運営と、国からの財政措置を要求する
ことが必要です。
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20代　23.5％

30代　28.6％40代　24.2％

50代　18.4％

60歳以上
4.7％

無回答　0.4％
10代　0.3％

医療技術職
18.6％
医療技術職
18.6％

医療技術職
18.6％

看護職
44.8％
看護職
44.8％
看護職
44.8％

事務職
12.4％

技能・労務職
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保育士
0.6％ 介護職
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介護職
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介護職
12.7％

その他 4.5％
無回答 0.6％ 医師 0.5％

調査結果の概要

○実施時期 ２０１４年１０月から１２月

（最終集約日２０１５年２月３日）

○調査対象 加盟組合の組合員、職場の労働者

○集約数 ３万４，９３８人（３９県１６４組合）

様式の違いでデータに反映できなかった分を含

めると４５県１７８組合３７，１９５人分

１ 回答者の属性

１．性別

回答者の性別は、「女性」７７．９％、「男性」２１．８
％。
２．年齢（図１－�）
回答者の年齢分布は、「３０代」が２８．６％で最も多

く、「４０代」２４．２％、「２０代」２３．５％、「５０代」１８．４

％の順となっています。２０代から４０代に分布は集中
しています。
３．雇用形態

回答者の雇用形態は、「正職員」８０．８％、「パー
ト・臨時・嘱託職員」１６．７％、「派遣・委託」０．４
％となっています。
４．組合加入

回答者の組合加入の有無は、「加入している」８５．２
％、「組合はあるが加入していない」１１．８％、「組
合はない」０．６％となっています。
５．職種（図１－�）
回答者の職種は、「看護職」が４４．８％で最も多く、

次いで「医療技術職」１８．６％、「介護職」１２．７％、
「事務職」１２．４％、「技能・労務職（助手含む）」
５．２％、「その他」４．５％、「保育士」０．６％、「医
師」０．５％の順となっており、分布は昨年とほとん
ど変わっていません。

日本医労連「２０１５年春闘・働く
みんなの要求アンケート」結果
日本医療労働組合連合会 ２０１５年２月４日

日本医労連が取り組んだ「２０１５年春闘・働くみんなの要求アンケート」の

集計結果を以下に報告します。２０１５年春闘における基礎資料・要求討議資料

として活用をお願いします。

図１－� 年齢 図１－� 職種
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2015年

15.9％ 44.3％ 35.9％
3.4％ 0.3％

0.2％

かなり苦しい やや苦しい まあまあだ ややゆとりがある
かなりゆとりがある

無回答

18.2％ 45.6％ 33.2％

2.5％

0.3％

0.2％

賛成　3.8％

反対　72.7％

どちらとも
いえない
23.3％

無回答　0.2％

２ 生活実態と賃上げ要求

１．生活実感「苦しい」は６割を超える（図２－�）
生活実感では、「かなり苦しい」が１８．２％（昨年

１５．９％）、「やや苦しい」が４５．６％（昨年４４．３％）
で、共に昨年を上回り、合わせて６３．８％（昨年６０．２
％）が生活実感が苦しいと回答しています。「やや
ゆとりがある」と「かなりゆとりがある」は合わせ
ても２．８％（昨年３．７％）にしかならず、生活実感は
悪化していると受け止められます。

職種別では、「介護職」７３．９％、「技能・労務職」
７３．４％、「保育士」６５．０％、「事務職」６２．４％、「看
護職」６１．５％の順、年代別では「４０代」６９．０％、「５０
代」６８．９％、「３０代」６４．５％の順で生活実感の苦し
さを訴える回答が多くなっています。
２．消費税１０％への引き上げ（図２－�）
消費税を１０％に引き上げることに対しては「反対」

が７２．７％、「どちらともいえない」２３．３％であり、
「賛成」はわずかに３．８％です。

図２－� 生活実感

図２－� 消費税１０％への引き上げ

医 療 労 働４２



0％

5％

10％

15％

20％

25％

30％

35％

余
っ
て
い
る

ち
ょ
う
ど
い
い
１
万
円
２
万
円
３
万
円
４
万
円
５
万
円

６
～
７
万
円

８
～
９
万
円

10
万
円
以
上
無
回
答

0％

5％

10％

15％

20％

25％

30％

35％

５
千
円
未
満
５
千
円
１
万
円
２
万
円
３
万
円
４
万
円
５
万
円

６
～
７
万
円

８
～
９
万
円

10
万
円
以
上

0 20 40 60 80 100 (％)

収入が減り、支出の
大幅切り詰めや貯蓄
取り崩しをしている

収入が減り、支出の
節約や貯蓄に回す分
を減らしている

今のところ収入は減っ
ていないが、今後の生
活に不安を感じている

収入は減っていな
いし、とりあえず
心配もしていない

無回答2015年

2014年 15.3％ 27.4％ 51.3％
5.0％

0.9％

16.7％ 27.8％ 50.5％ 4.4％ 0.7％

３．「収入が減った」は４４．５％（図２－�）
年間収入の増減では、「今のところ収入は減って
いないが、今後の生活に不安を感じる」が５０．５％（昨
年５１．３％）で最も多いが、「収入が減り、支出の節
約や貯蓄に回す分を減らしている」２７．８％（昨年２７．
４％）、「収入が減り、支出の大幅切り詰めや貯蓄
取り崩しをしている」１６．７％（昨年１５．３％）で、生
活実感と同様に共に昨年よりも悪化し、「収入が減
った」は合せて４４．５％（昨年４２．７％）となっていま
す。
４．１カ月の賃金不足額は、平均で４万円を超える

（図２－�）
生活実感からの１カ月の賃金不足額は、「５万円」

が最も多く３１．６％、次いで「３万円」２４．６％、「２
万円」１０．０％などとなっています。４万円以上の回
答は合わせて５１．６％で過半数を占め、賃金不足額の
平均は、４万２６５円（昨年３万８，３３５円）となってい
ます。
５．春闘での賃上げ要求額は、平均で２万６，４５１円

（図２－�）
２０１５年春闘での賃上げ要求額は、「１万円」が最
も多く２９．６％、次いで「３万円」２０．２％、「２万円」
１６．１％、「５万円」１３．５％などとなっており、「１０
万円以上」も３．５％あります。賃上げ要求額の平均
は、２万６，４５１円（昨年２万５，６８１円）となっていま
す。

図２－� 収入と家計の状況

図２－� 賃金不足額 図２－� 賃上げ要求額

平均 ４０，２６５円 平均 ２６，４５１円

「２０１５年春闘・働くみんなの要求アンケート」結果
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６．パートなどの時間給は、１，０００円未満が３７．７％

（図２－�）
パートなど非正規雇用労働者の時間給は、「１，００

０円台」が最も多く１８．２％、次いで「８００円台」１７．２
％、「９００円台」１５．８％、「１，５００円以上」１５．１％、
などの順となっています。この間の非正規雇用労働
者の賃上げ要求前進もあり、「１，０００円未満」は３７．７
％（昨年４２．０％）で改善が見られます。しかし職種
別で「１，０００円未満」は、「保育士」６４．９％、「技
能・労務職」６０．７％、「事務職」５１．３％「介護職」
５１．１％、「医療技術職」１１．８％、「看護職」７．１％

などとなっており、職種間格差が大きくなっていま
す。
７．パートなど時間給の人の賃上げ要求は、時間給

で１５１円（図２－�）
パートなど非正規雇用労働者の賃上げ要求額は、

「１００円」が最も多く３１．７％、次いで「５０円」１７．２
％、「２００円」１２．６％、「４００円以上」１１．３％などの
順となっています。時間給の賃上げ要求額の平均は、
１５１円で昨年とほぼ変わりません。

図２－� パートの時間給

図２－� パートの賃上げ要求額（時間給）
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とても疲れる
47.3％やや疲れる

46.2％

あまり疲れない
4.5％

まったく疲れない
0.2％

どちらとも言えない
1.4％

無回答
0.3％

ほとんど
ない
16.9％

10時間未満
35.7％

10時間～
20時間未満
25.0％

20時間～
30時間未満
10.7％

無回答0.8％
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4.7％

40時間～
50時間未満
2.2％

50時間～80時間未満
1.2％

80時間以上
0.7％

３ 労働実態

１．「疲れる」の回答が９割を超える（図３－�）
普段の仕事での疲労感は、「とても疲れる」４７．３

％、「やや疲れる」４６．２％を合わせると９３．５％で、
圧倒的多数が疲労感を訴えています。職種別では、
「とても疲れる」の回答が「看護職」５８．４％（やや
疲れるを合わせると９６．５％）で最も多く、次いで「介
護職」４８．７％、「医師」４２．８％などの順となってい
ます。
２．１カ月の時間外労働（図３－�）
１カ月の時間外労働は、「ほとんどない」は１６．９

％、「１０時間未満」３５．７％、「１０時間～２０時間未満」
２５．０％、「２０時間～３０時間未満」１０．７％などとなっ
ています。過労死警戒ラインとなる「４０時間～５０時
間未満」２．２％、「５０時間～８０時間未満」１．２％、危
険水域の「８０時間以上」も０．７％で、合わせて４．１％
が過労死ラインに触れています。特に「医師」（２８．
８％）においては、４人に１人以上が過労死ライン

となっており、「８０時間以上」が１１．４％と突出して
います。
３．４割が不払い時間外労働

１カ月の不払い時間外労働「ない」は５０．９％、「５
時間未満」２０．６％、「５時間～１０時間未満」１０．４％、
「１０時間～１５時間未満」４．３％などとなり、３９．７％
が何らかの不払い残業があると回答しています。職
種では「看護職」が５１．６％で最も不払い残業が多く、
年代別では「２０代」が４６．４％で最も不払い残業が多
くなっています。

図３－� 疲労感 図３－� １カ月の時間外労働

「２０１５年春闘・働くみんなの要求アンケート」結果
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無回答

その他

福利厚生が充実していない

経営状態がよくない

自らの健康も守れない

経営者や上司が横暴

職場の人間関係が悪い

教育制度がよくない

医療・看護内容が悪い

母性保護が守られない

人員が少ない

仕事がきつい

夜勤が多い

休暇が取れない・少ない
時間外労働が多い

労働時間が長い

成果・能力主義が強まっている

一時金が少ない
賃金が安い

４ 職場での不満と政治への要求

１．職場での不満（正職員）の１位と２位は、「賃

金が安い」と「一時金が少ない」（図４－�）
正職員の不満は、「賃金が安い」５２．１％、「一時

金が少ない」４１．１％、「人員が少ない」３８．６％、「休
暇が取れない・少ない」２８．５％に集中しています。
低賃金と人手不足の実態が浮かび上がっています。

図４－� 職場での不満（正職員）
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0 10 20 30 40 50（％）

その他

ただ働きがある

労働契約が守られない

同僚・上司との人間関係

正社員との賃金・労働条件の格差

無回答

正社員を希望しているがなれない

仕事がきつい

職場や仕事がなくなるのではないか

雇用契約が更新されないのではないか

休暇がとれない

労働時間が短い

労働時間が長い

賃金が安い

２．正職員以外の職場での不満１位も「賃金が安い」

（図４－�）
正職員以外の不満では、「賃金が安い」４４．４％、
「正職員との賃金・労働条件の格差」３４．２％、「雇
用契約が更新されないのではないか」１４．５％などと

なっており、賃金、均等待遇、雇用に対する不満が
上位となっています。

図４－� 職場での不満（正職員以外）

「２０１５年春闘・働くみんなの要求アンケート」結果
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景気・物価対策、中小企業振興

年金改悪中止、最低保障年金確立

消費税増税阻止、大企業・金融ファンド・富裕層への課税強化
医療・介護総合法の施行中止、

保育制度の改善、生活保護改悪阻止

原発事故収束、再稼働阻止・原発ゼロ、
再生可能エネルギーへの転換

震災復興、被災者の生活再建、原発事故の損害賠償

時短、労働安全衛生・メンタル対策

食の安全・食料自給率向上、農林漁業振興

最低賃金の大幅引上げ・全国一律制導入、公契約法・条例制定

集団的自衛権などによる憲法改悪反対、
思想・表現の自由など民主主義原則の尊重

教育費無償化拡大、公的教育充実、教育制度改悪阻止

派遣自由化、残業代ゼロ、限定正社員、
解雇自由化などの安倍「雇用改革」の阻止

米軍基地の国外移設、オスプレイ撤去、核兵器廃絶

ＴＰＰ参加撤回、特区制度等による規制緩和中止

公務員の給与制度見直し・公共サービス切捨て撤回、
国の出先機関廃止等、国の責任の自治体への押しつけ阻止

安価な公共住宅や家賃補助制度

性別や雇用形態、年齢による処遇差別根絶、均等待遇実現

防災対策・生活関連公共事業の充実

無回答

0 10 20 30 40 50 60
（％）

51.2
40.9
39.5

37.0
31.9
31.1

28.9
22.2
21.5
21.2
19.2
16.8
16.2

12.7
9.2
8.8
8.4
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5.6
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期待している
3.9％

どちらとも
言えない
23.5％

やや不安
を感じる
22.2％

不安を感じる
41.7％

期待している　1.0％
無回答
7.7％

３．政府に対する要求（図４－�）
政府に対する要求では、「景気・物価対策、中小
企業振興」５１．２％、「年金改悪中止、最低保障年金
確立」４０．９％、「消費税増税阻止、大企業・金融フ
ァンド・富裕層への課税強化」３９．５％、「医療・介
護総合法の施行中止、保育制度の改善、生活保護改

悪阻止」３７．０％、「震災復興、被災者の生活再建、
原発事故の損害賠償」３１．９％、「原発事故収束、再
稼働阻止・原発ゼロ、再生可能エネルギーへの転換」
３１．１％の順で高くなっています。昨年の１位「医療、
介護…」が４位となり、３位「景気対策…」が１位
に入れ替わりました。

５ 原発再稼働に対して

原発の再稼働に対しては、「反対」が４９．８％で過
半数、「どちらともいえない」４１．８％、「賛成」は
５．５％でしかありません。

６ 安倍政権の政治運営と政策（図６－�）

安倍政権の政治運営と政策に対する感じ方は、「不
安を感じる」４１．７％、「やや不安を感じる」２２．２％
で、合わせると６３．９％が不安を感じると答えていま
す。「ある程度期待している」３．９％、「期待して
いる」１．０％で、期待感は４．９％しかありません。

図４－� 政府に対する要求

図６－� 安倍政権の政治運営と政策
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